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本研究は、スウェーデンから生まれたグローバル家具・インテリア企業イケアが進出先市場に与

えた影響について研究したものである。外資系企業が国内市場に進出する際の①ホスト市場参入戦

略、②ホスト市場が受けた影響、③ホスト市場の対応という 3 つの視点から日韓家具市場を比較す

る。そのうえで、両国に影響の差が生じた理由を明らかにすることが本研究の目的である。 
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Ⅰ．はじめに 

世界の様々な国に進出したイケアは、2011 年 12 月に韓国現地法人を設立し、韓国家具市場へ

の初進出を公式発表した。その後、2014 年 12 月に韓国の光明（クァンミョン）市に面積 6 万 5000

㎡の規模で韓国の国内家具企業とは異なる形のショールームを展開し、消費者がイケアの家具・

インテリアを楽しく経験しながら、購買できる 1 号店をオープンした。進出から 1 年後、イケア

の売上は約 3080 億ウォン（約 300 億円）を達成し1）、2017 年 10 月には髙陽（コヤン）市に 2 号

店をオープンした。予想以上の売上を達成したイケアは韓国での出店計画を進出前の 5 店舗から

6 店舗に変更した。さらに、2018 年の韓国市場での売上は 4716 億ウォン2）（約 470 億円）まで増

え、進出 1 年後の売上 3080 憶ウォンに比べると韓国進出 4 年で、約 1700 億ウォン（約 170 億円）

増え、約 53％成長した。この結果を見る限りイケアの韓国市場進出は順風満帆であった。 

イケアのアジア市場開拓への挑戦は 1974 年まで遡る。初めてアジアに進出したのは日本の東京

であった。千葉県の船橋の大型ショッピングセンターの東京ベイララポートに 1 号店をオープン

したが、約 10 年後、業績不振により 1986 年に日本市場からの完全撤退を余儀なくされた。しか

し、イケアは世界経済規模 2 位の日本市場を諦めず、徹底的に研究や調査を実施した後、2006 年

4 月千葉県の船橋市に約 4 万㎡の面積で 1 号店を再びオープンした。これが 2 回目の日本市場へ
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の挑戦であった。 

失敗した初進出とは異なった自社ビジネスモデルを最大限に発揮できる売場面積を確保しなが

ら直接投資の方法で進出した。さらに取扱商品、店舗運営方法の展開を初進出時の標準化戦略か

ら日本の消費者に合わせた適応化戦略に変更した。その結果、13 年が経った 2019 年時点では日

本全国に 9 店舗を運営しており、日本で揺るぎない地位を確立して事業を展開している。 

1960 年代中盤から国際化を始めた世界最大手のグローバル家具・インテリア小売企業イケアは

2006 年に日本、2014 年には韓国に進出したが、両国市場の反応には大きな差があった。2006 年、

日本に再進出した際、イケアのビジネスモデルは日本の家具業界や消費者にとって目新しいもの

ではなかったため、大きな注目を浴びなかった。それに対して韓国の場合、イケアのビジネスモ

デルは大きく注目を浴び、韓国の家具業界や消費者に大きく影響を与えた。その理由は、韓国の

消費者に対してイケアのショールーム形の売場は今まで国内企業の売場では見られなかった目新

しいものであったからである。 

この点は非常に興味深い。イケアは同じビジネスモデルを持込んで日本と韓国の家具市場に進

出したにもかかわらず、両国の家具業界や消費者の反応は非常に異なった。このような反応の差

が生じた理由について、日本と韓国の間の異なる点を確認しながら、その差が両国の消費者に与

えた影響を分析する。この分析結果に基づいて両国に起こった変化を確認し、整理する。そのた

めにまず、小売国際化が進出市場（国）に与えた影響を分析した先行研究をレビューし、日本と

韓国に進出したイケアの事例を分析するための分析枠組みを提示する。提示した分析枠組みに基

づいて日本と韓国の家具企業や消費者に与えた影響を分析する。この分析結果から日韓の反応の

差を確認し、両国の反応の差が生じた理由について要因を探す。その理由を明らかすることに、

本研究の関心がある。 

 

Ⅱ．小売国際化に関する先行研究 

１．小売国際化が進出市場に与えた影響 

本研究は主に進出市場（ホスト市場）を対象とする。進出する企業（本研究では、イケア）が

進出市場（ホスト市場）にある競争企業や消費者に与えた影響、その影響から起こった変化をイ

ケアの日韓家具市場を進出事例として取り上げ、比較する研究である。イケアの国際化に関する

研究は多く出されているが、日韓家具市場への進出を取り上げ、比較した研究は多くなかったた

め、イケアを取り上げた。イケアの事例を分析する前に、小売企業が海外市場に進出する際、進

出市場に与えた影響について検討する。 

小売企業が革新的な小売コンセプト、あるいはビジネスモデルを持って海外市場に進出する場

合、進出市場の消費者は今まで国内企業では見られなかった目新しいコンセプトに関心を高め、

このコンセプトを展開している外資系小売業の売場に足を運ぶようになる。それゆえに、国内企



27 
 

 
 

小売国際化が進出先市場に与える影響の諸側面

業も消費者の好みに合わせながら、外資系企業との競争のため、戦略を変更することが必要とな

る。従って国内企業は海外企業と同じ水準のサービスや店舗運営システムを開発・展開しつつ、

外資系企業と競争し、その競争から得たことが国内企業の新成長の原動力になる。 

まず、アメリカの Wal-Mart のメキシコ進出について Tilly（2007）の‟Wal-Mart effect”研究があ

る。そもそも、本国のアメリカでは‟Wal-Mart effect”という言葉は否定的なイメージが強かったが、

メキシコでは肯定的なイメージであった。その理由は、Wal-Mart のメキシコ進出によって国内企

業の給料や福祉も Wal-Mart と同一水準まで上がったため、メキシコの従業員は Wal-Mart に対し

て良いイメージを持つようになったことである。外資系企業が海外市場に進出する際、本国と同

じ水準の給料や福祉を展開することによって国内従業員は国内企業より外資系企業で働きたくな

る。その結果、国内企業は従業員募集が難しくなり、従業員募集のために外資系企業と同じ水準

の給料や福祉を展開するようになる。 

世界売上ナンバーワンの小売企業 Wal-Mart3）がメキシコの労働市場に大きい影響を与えており、

メキシコ市場進出によって同社のイメージも肯定的なものに変わった。企業が海外市場に進出す

ることで自社イメージの変化が可能になったことが興味深い。企業の国際化は進出市場に肯定的

な影響を与え、進出市場の規模の拡大、国内企業の小売ノウハウや競争力の向上も可能である。 

外資系企業の国内市場進出による国内企業の競争力の変化について Hanf et al（2009）の研究が

ある。彼らは外資系企業の進出による中東欧諸国（彼らの研究では Central and Eastern European 

Countries、以下 CEEC）地域の変化を明らかにした。外資系小売企業の進出が CEEC にある地元

（国内）企業の価格競争力の向上や地元企業と地元農家（生産者）との協力の強化に影響を与え

た。その理由は、外資系小売企業が進出する前の CEEC 地域にある企業の主な競争相手は地元企

業であり、地元企業の小売コンセプトは似たものであったからである。しかし、外資系小売企業

がCEECに進出した後、地元企業は外資系小売企業と競争しながら、小売ノウハウを学んだ。CEEC

の地元企業は外資系企業と競争しながら学んだことを自社組織再編成や技術革新に利用し、自社

の競争力を上げるために努力を払ったことにより自社の競争力の確保や効率的な組織運営ができ

るようになった。 

中国でも外資系企業の中国進出による中国企業の変化について多くの研究結果がある4）。1992

年の中国政府の改革開放政策の実施は、外資系企業の中国市場進出を可能にさせ、同市場に大き

な変化をもたらした。なぜなら、中国企業は中国市場に進出する外資系企業との協力（進出パー

トナー）や競争を通じて外資系企業から小売運営システム、あるいは小売ノウハウを学んだから

であった。その協力や競争が中国市場の業態構造や利益構造の変化に少なくない影響を与えた。

それは 西島（2014）の研究にも見られる。彼は中国市場の流通システムと構造変化を生産部門、

消費部門、流通部門に分けて説明しながら、中国小売企業の上位 10 社の変遷を示した。この変遷

の推移を確認すると 2003年、2008年、2012年の各年度別外資系企業の数は 2003年には 2社であっ
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たが、2012 年には 5 社、半数を外資系小売企業が占めるようになった。さらに、店舗数の占有率

は、2003 年は 508 店舗、8.1％であったが、2012 年には 10,455 店舗、52.7％まで拡大しており、

総販売額に占める外資系小売企業の販売額は 2003 年には 15.8％であったが、2012 年には 40.8％

に達した5）。 

台湾においても 1980 年代後半から内需拡大のため、外資系企業の百貨店や専門店の展開が増え

るようになった6）。その結果、卸売業と小売業の事業所数、従業員数、販売額が増加し、台湾市

場全体の規模が拡大した。世界トップ水準の外資系小売企業が両国（中国と台湾）市場に進出し

た後、両国の国内消費者の選択肢が広くなり、企業間の競争も激しくなった。さらに外資系企業

から小売運営システム、あるいは小売ノウハウを学んだ結果、両国の国内企業の水準も上がり、

市場の規模も拡大した。 

外資系企業が日本市場に与えた影響については 白他（2013a）の研究がある。彼らの研究によ

ると日本の大手小売業がワイン売場を設置するようになったのはカルフール・ジャパンからの影

響が大きかったと語っている。さらに、売場作りにも影響を与えた。売場を最大限に利用するカ

ルフールは日本市場に進出した後にもメイン・アレー、エンド・キャップ、各売場でのプロモー

ションという 3 つのインストア・プロモーションを展開した。その結果、カルフールが進出する

前には日本の大手小売業の売場ではほぼ見られなかった 3 つのインストア・プロモーションが、

カルフールの進出によって日本の消費者に受け入れるようになり、今は日本の大手小売業のどこ

でも見られるようになった。 

外資系企業の進出は日本の取引方法にも影響を与えた。日本の小売企業の取引方法は卸売業か

ら取扱商品を仕入れるのが一般的であったが、外資系企業はメーカーとの直接取引方法を採択し

た7）。その後、日本の国内企業の中にも取引方法に変化が起こった。 

以上、外資系企業が進出市場に与えた影響を確認した。外資系企業が国内市場に進出した後、

国内企業の価格、品質、流通システムの変化が起こり、さらに国内企業の競争力も上がった。し

かし、外資系企業は関連産業以外に、労働市場にも影響を与えた。上に述べた Wal-Mart のメキシ

コ市場進出がその例である。 

国内消費者は外資系企業の革新的な小売コンセプト、あるいはビジネスモデルを経験して国内

企業に対する期待が高くなったと考えられる。国内企業は変化した消費者の好みや期待に合わせ

るため、プロモーション、取引方法、売場作り、店舗運営システムを消費者の好みに合わせて企

業戦略を変えるために努力した。この努力が国内市場の規模を拡大し、関連産業の変化をもたら

した。 
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２．分析枠組み 

ａ．小売企業の国際化要因 

小売企業の国際化研究は製造企業の国際化理論を採用しながら小売企業の国際化を説明したが、

製造企業の国際化と小売企業の国際化はかなり異なっている。製造企業の国際化の多くの理由は

製造原価を下げるためであり、本国より人件費が安い地域（国）に工場を建てて製品を生産する

形をとり、費用を省くための国際化であった。 

一方、小売企業の国際化は費用を省くより国内市場の成長限界の打開策として国際化を展開す

る場合が多い。さらに、小売企業の国際化は考慮しなければならないことが多く、複雑なプロセ

スを持っている。例えば、売場で取扱い・販売している商品の幅広さ、いわゆる品揃えの問題で

あり、この問題が小売企業の海外進出のハードル（障害）である。このハードルがあるにもかか

わらず「なぜ」国際化に挑戦するのだろうか。この理由は小売企業の国際化の動機研究の中、プッ

シュ要因・プル要因という大きく 2 つに分けて説明できる8）。 

イケアの海外進出もプッシュ要因で説明できる。イケアの最初の海外進出は販売ではなく家具

の生産であった。当時、イケアは徹底的に低価格志向であったが、同じ家具販売者はイケアの低

価格志向に反感を抱いていた。反感を抱いていた家具販売者は家具メーカーにイケアに家具を提

供しないように圧力を加え、国内企業から家具の供給を受けることが難しくなったイケアは近隣

国のポーランドで家具を生産・調達した9）。地理的に近い国であるため、イケアは当時、社会主

義国であったポーランドから商品（家具）を生産・調達するようになり、この商品生産・調達戦

略の成功がその後、イケアのグローバル調達や低価格コンセプトの重要な要素になった。 

イケアのポーランド進出から分かるように小売企業は国際化について積極的に展開しているわ

けではない。なぜなら、本国から離れ、他の国に進出することは失敗について大きなリスクがあ

るからである。それにもかかわらず、リスク負担を克服しながら海外に進出することが該当企業

の成長に役立った10）。 

本国から海外に進出する際、小売企業は進出国を決めた後に進出国の消費者に合わせた商品を

販売しなければならない。文化的・地理的近接性が高くても国によって宗教、食文化、所得の差

から生じる壁が存在している。これらの壁を越えるため、売場の中で取扱商品の変更は若干必要

であり、Pellegrini（1994）はこの変化を地理的多角化・製品多角化という 2 つの軸に分け、各成

長パターンをパターン 1 から 5 まで示した11）。 

小売企業が本国から離れた地域に進出する場合、自社の取扱商品の対象が「誰」になるのかに

応じて取扱商品の幅広さ、売場の運営システムを現地に合わせて変えることが必要である。イケ

アが初めてアジア市場に進出した 1974 年、イケアのビジネスモデルは日本の家具業界や消費者に

は目新しいものであった。しかし、日本消費者に合わない商品の取扱い、店舗運営システムを展

開した結果、日本の消費者に好みの変化が起こらなかった。さらに当時の国内企業と差別化がで
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きず、イケアは日本から撤退を余儀なくされた。イケアは日本市場にはない革新的な小売コンセ

プトを展開した先発企業であり、いわゆる先発者の優位性12）を持っていたが、当時展開した戦略

と合わなかったため、この先発者の優位性を発揮できず、初進出は失敗であった。 

しかし、2014 年、韓国に進出する際には、先発者の優位性を発揮できた。1974 年の日本への初

進出と同じく 2014 年の韓国市場にはイケアと同一ないし類似した小売業態はなかったため、イケ

アは韓国市場では目覚ましい成長した。この成長した理由は、韓国の消費者に合わせた商品の取

扱い、店舗運営システムを展開する戦略に変化したからである。 

以上、小売企業の海外進出動機要因を確認しながら、イケアの初海外進出についても確認した。

その後、1974 年日本に初進出した際、先発者の優位性を持っているにもかかわらず、その先発者

の優位性を発揮できなかった理由についても確認できた。さらに、1974 年の日本と似た条件であ

るが、2014 年に韓国市場に初進出した際、先発者の優位性を発揮できた理由についても確認した。

本研究はイケアが日韓家具市場に進出する際、イケアの進出戦略が進出市場にある消費者の好み、

競争企業の戦略に与えた影響を主な研究対象にし、研究を進める。要するに、革新的な小売コン

セプトを持込んで進出した場合、先発者の優位性を発揮するためには戦略の変化が必要である。 

 

ｂ．本研究の分析枠組み 

イケアの本国、スウェーデンから地理的・文化的類似性が低い日本と韓国の家具市場に進出す

ることはイケアにとって大きなリスクが伴う。日本と韓国はイケアの本国からは地理的・文化的

類似性が低いが、日本と韓国は地理的には非常に近い国である。しかし、地理的には非常に近い

国であるにもかかわらず、イケアの進出に対する両国の反応にはかなり差があった。 

ここでは、この反応の差を明らかにするため、本研究の分析枠組みを導き出す。外資系企業が

持ち込んだ革新的な小売コンセプト、あるいはビジネスモデルを経験した国内消費者に好みの変

化が生じ、変化した消費者の好みに合わせるため、国内企業も変化しなければならなかった。こ

の消費者の好みの変化と企業戦略の関係を示すのが本研究の課題である。 

分析枠組みを提示する前に小売企業の特性を理解する必要がある。立地産業と呼ばれる小売業

は植物性13）を持っているため、消費者を店舗に引っ張らねばならない。そのため、消費者に選ば

れる商品を取り扱い、販売しなければならない。 

そもそも、外資系企業が国内市場に進出することによって「なぜ」企業戦略や消費者の好みに

影響を与えるのだろうか。それは大きく 2 つの要因で説明できる。1 つは外資系企業の進出によ

る国内消費者の好みの変化である。これは外資系企業が国内に進出したことにより、国内消費者

は今まで国内企業では見られなかった、目新しい小売コンセプトを経験したためである。この経

験が消費者の好みに大きな変化を引き起こす要因である。もう 1 つは構造変化をもたらした環境

要因である。例えば、外資系企業が進出できるような国内市場の開放、社会文化の変化、消費者
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ライフスタイルの変化、国民の所得水準の変化が主な市場の環境要因である。 

清水（1982）によると小売業が取扱い・販売している商品は最終消費者の好みを考えなければ

ならない。それゆえ、彼は企業戦略の変化を起こす第 1 の要因は消費者の好みであると表現した14）。

メーカーが生産した商品が消費者の好みに合わない場合、この企業の商品は売れなくなり、企業

の業績を低下させ、結局は市場から撤退せざるを得なくなるため、常に消費者の好み（選好）を

把握する必要があると指摘した。確かに企業戦略の変化は消費者から始まり、消費者の好みの変

化は企業戦略に影響を与えていると思われる。なぜなら、消費者が国内企業の取扱商品や戦略に

満足している場合、国内企業は戦略の変化を起こす必要がないし、戦略の変化がなくても企業は

市場の中で生き残りが可能になるからである。 

田村（2008）も消費者の好み（選好）の変化によって企業戦略が変化し、変化した企業戦略は

また、（小売）フォーマットに影響を与え、企業の内部システムにも変化が起こる過程をあらわし

た15）。彼は企業戦略が小売業のフォーマットに与える影響を、店舗レベルのフロントシステムと

組織レベルのバックシステムという 2 つに分けて説明した。フロントシステムは消費者の目に見

える部分であり、バックシステムは消費者の目に見えない部分である。植物性を持っている小売

業は市場から撤退させられず、生き残るためには消費者の力を借りるべきである。つまり、消費

者の好みを常に把握し分析をしなければならず、購買意欲がかき立てられる商品を取扱わなけれ

ばならない。 

企業戦略の変化は自社の取扱商品の変化を意味する。その企業戦略の変化をもたらす要因は、

図 1 の企業の変化をもたらす要因に示したように 2 つに分けて説明できる。しかし、本研究では

企業の変化をもたらす 2 つの要因全体ではなく、消費者の好み、消費行動の変化要因だけを選び、

1 つの企業に焦点を当てて研究を進める。つまり、本研究は市場全体より市場全体を構成してい

る業界の中、その業界にある 1 つの企業を選んで研究を進め、本研究の課題を明らかにする。そ

の 1 つの企業の立場に基づいて本研究の分析枠組みを整理すると図 1 の通りである。 

 

 
図 1．本研究の分析枠組み 
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グローバル家具・インテリア企業イケアが日韓家具市場に進出した後の両国の家具・インテリ

ア企業戦略や消費者の好みの変化を上で提示した分析枠組みに基づいて分析し、分析結果を出す。 

 

Ⅲ．ホーム・ファニシング企業イケア 

2018 年の売上が約 371 億ユーロ（約 4 兆 5260 億円）を達成し、15.8 万人の従業員が勤務して

いるイケア16）は 1943 年 7 月 28 日、イングヴァル・カンプラードが 17 歳の時にスウェーデンス

モーランド地方の小さな町のエルムフルトで創立した。イケア（IKEA）という社名は創業者の名

前の頭文字 I、K に、両親が住む農場の E、居住区の A を加えて作られた17）。小さな町から始め

たものの、今は世界 30 ヵ国で売場を運営しているグローバル家具・インテリア企業になっている。 

しかし、イケアの設立初期の取扱商品は家具ではなくマッチであった18）。同社は 1950 年代から

取扱商品を増やし、家具を販売するようになった。当時の販売方式は消費者が取扱い家具の写真

を載せたカタログを見て気に入る家具を注文するという通信販売方式であった。実物を確認でき

ず、カタログの写真を見た後に注文し、届いた家具はカタログ（又はパンフレット）で見た家具

と品質やデザインに差があり、消費者が失望した場合が少なくなかった。従ってカタログを使っ

た通信販売方式の短所を補うため、カンプラードは 1953 年 3 月頃に消費者が実物家具を確認した

後に家具を購買できる売場を作り、このような販売方法は驚くほど大成功した19）。 

その後、1958 年にはスモーランド地域に店舗をオープンし、1970 年まではスカンジナビア地域

を含め、隣接国を中心に店舗を増やした。1973 年になり、初めてスカンジナビア地域から離れた

スイスに店舗をオープンした。そこから次々に地域を広げ、今は世界各国に進出し、イケアなら

ではのビジネスモデルを展開しながら、毎年売上を伸ばしている。この全体の売上の中でも上位

5 位の国はドイツ 15%、アメリカ 13%、フランス 8%、イギリス 6%、中国 6%であり、地域別売

上構成比はヨーロッパ 71%、アメリカ 18%、アジア 11%の順である20）。地域別売上構成比からす

ると、イケアの主な活動地域は世界の中でも同一文化圏にあるヨーロッパであるのが分かる。 

デザイン性が高く機能的な幅広い家具インテリア製品を、おどろくような低価格で提供するこ

とで、できるだけ多くの人が購入できるようにする21）というビジネス理念をもっているイケアの

強みは低価格志向である。一度販売価格を設定した後にも満足せず、次々に原価を下げるため、

生産技術やシステムの開発、新素材の発掘、大量生産を通じて徹底的に原価上昇の要因を排除し

ている。その結果、市場でコストリーダーシップの位置に登り詰め、他社より強い競争力を持つ

ようになり、世界トップクラスのホーム・ファニシング企業になった。 

1973 年以前、イケアの国際化は本国から地理的、文化的に近い地域（国）に進出する方法であ

り、この方法は小売企業の国際化プロセスの定石であった。従って初期に進出した地域は本国ス

ウェーデンから近い隣接国中心であるため、本国と同じ戦略であり、いわゆる標準化戦略であっ

た。本国と地理的・文化的類似性が高いため、近隣諸国に進出する際、標準化戦略でも大きな問
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題はなく、成功した。それゆえに、イケアは標準化戦略を駆使しながら次々に進出地域範囲を広

げていった。 

その後 1985 年にアメリカのフィラデルフィア（Philadelphia）に 1 号店をオープンし、進出戦略

は本国から離れた地域であるにも関わらず、標準化戦略を展開した。その結果、アメリカ市場進

出後 10 年間に業績の低下が続き、撤退を検討する状況まで追い詰められた。その危機を打開する

方法としてアメリカ消費者の好みに合うよう商品や商品サイズを見直した。アメリカで苦労した

経験がイケアの海外進出戦略の変化を促した。その後、イケアの海外進出戦略は標準化志向から

離れ、進出市場に合う適応化戦略を駆使するように変化した。 

イケアはアメリカに進出する 10 年ほど前の 1974 年にアジア市場である日本の東京に初進出し

た。日本市場への初進出にもかかわらず、日本の市場について計画段階から十分に検討せず、パー

トナーと手を組んだ間接投資戦略で進出した結果、10 年後の 1986 年に日本市場から撤退を余儀

なくされた。その理由は小さな売場規模と日本の湯川家具企業との合弁会社（joint venture）設立

を通じた間接投資の限界であった。間接投資のため、企業戦略変更や店舗運営システムの変化に

制約を受けたため、イケアのビジネスモデルが十分に展開できず、さらに日本の消費者の好みに

合わせるための素早い対応が困難であった。イケアの日本初進出は失敗であったが、2006 年、再

進出に挑戦した。しかし、2006 年の進出は 1974 年とは異なった戦略を展開した。その戦略は売

場規模の拡大、進出戦略の変更、日本の消費者の好みに合う商品の取扱い・販売ならびにサービ

スを導入し、展開した。さらに、再進出する前から徹底的に日本市場調査を行った結果、2018 年

時点では売場を 9 店舗まで増やし、事業を続けている。 

一方、イケアの韓国市場への初進出は日本より 8 年遅れの 2014 年 12 月であった。今まで重ね

た国際化経験や知識を韓国で発揮するため、10 年前から市場調査を行った。その後、2014 年 3

月にはソウル江南区カロス道にポップアップストア（アンテナショップ）をオープンし、実際の

韓国消費者と会い、声を聞きながら、韓国の家具市場や消費者についてさらに徹底的に分析した。

その調査に基づいて韓国市場に進出する際、駆使した戦略は韓国消費者の好みに合う商品の取扱

い・販売やサービスを実施する適応化戦略であった。今まで説明したイケアの日韓進出の特徴を

比較すると、表 1 の通りである。 

 

表 1．イケアの日韓進出比較 
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イケアは韓国市場に進出する前から韓国の家具業界や消費者の注目を浴びるようになり、その

話題性は日本より高かった。その理由は韓国の家具業界での売場作りは店舗の中を区域別に分け、

同じ種類の家具を並べる形、いわゆる種類別展示方法であり、家具の購入は家具売場で購入し、

インテリア小物の購入は別のインタリア売場で購入した。それに対してイケアはショールーム形

態の売場作りを展開しながら、家具やインテリア小物も同じ売場で購入する方法であった。さら

に消費者は従来の国内家具売場では展示された家具の経験ができず、実物を見るだけであったが、

イケアのショールーム形態の売場では自由に楽しく経験しながら、家具の購入ができるイケアの

ビジネスモデルの魅力にはまった。それゆえに、多くの韓国の家具企業もイケアによって変化し

た消費者の好みに合わせながらイケアに対抗するため、戦略を大きく見直した。 

 

Ⅳ．日韓における家具・インテリア流通システムの変化 

１．日本における家具・インテリア流通システムの変化 

日本で家具を生活に使ったのは平安時代であった。当時は上流社会を中心に使用され、一般国

民が生活に家具を広く使用したのは明治期以降であり22）、洋家具が使われるようになったのは江

戸時代末の 1858 年からであった23）。日本の家具産業は戦後 1950 年代に急激な経済成長と共に発

展した。家具産業は経済成長につれて成長し、商業統計によると家具小売業の売上は 1991 年に

2.7 兆円でピークを迎えたが、2014 年には約 8,743 億円、1991 年に比べると、約 68.1％、半分以

下に減少したのはバブル経済の崩壊が大きく影響を与えたからであった。それゆえに、店舗数も

急激に減少したものの、店舗規模は大型化された24）。 

日本の家具業界の発展過程は大きく第 1 期から第 3 期の 3 段階に分け、家具業界の発展状況と

特徴が説明できる。第 1 期（1950 年～1970 年代）は戦後、高度成長期に入って家具企業数、従業

員数が増えた時期であった。第2期（1975年～1990年代）は1973年～1982年にかけてオイルショッ

クの影響や 1985 年のプラザ合意による急激な円高に伴い、輸出と内需が減少傾向となり、成長の

横ばい傾向が続いていた時期である。最後の第 3 期（1990 年代以降）は、バブル崩壊という重大

な出来事により日本の経済が失われた 20 年と呼ばれる長期不況に陥り、低成長、輸入の増加、企

業のグローバル化が進行した時期である25）。第 1 期から第 3 期までの発展過程を整理すると、表

2 の通りである。 
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表 2．戦後日本家具産業の発展過程 

 
出所：黄（2011）、奥西他（2012）より作成 

 

2006 年、イケアが再進出する際、日本の消費者に与えた影響は思うほど大きくなかった。その

理由はバブル経済が崩壊した後、日本の消費者の家具に対する認識に変化があったからである26）。

だが、家具業界には影響を与えており、その中でも、日本の家具企業の売上トップのニトリの場

合、イケアの進出に対抗するため、対応戦略として規模の経済追求、都心部店舗進出、家具配送

拠点拡大、商品や物流体制を整えたと似鳥昭雄会長は言った27）。 

大塚家具もイケアとニトリの戦略に対抗するために売場運営や接客方法を見直した28）。規模の

経済を追求しているイケアが取扱いにくい日本消費者向けの商品を発掘しながらイケアに対抗し

た。さらに有名デザイナーと協力し、エディションブルーという小型店舗を展開し29）、消費者と

の接点機会を増やすために努力を払った。 

イケアの進出によって消費者が家具に対して持っていた価値観又は好みの変化は加速化された

と考えられる。消費者は中小家具店より大型家具店の方に足を運ぶようになった。イケアの進出

によって日本の家具業界が受けた影響を整理すると、①物流拠点の拡大、②価格競争の深化によ

る生産拠点の変化（国内産地から海外へ）、③有名デザイナーと協力した商品の開発（いわゆるアー

トファニチャーの登場）、④海外進出の加速化、⑤規模の経済性の追求、⑥流通チャネルの変化（多

角化）である。 

 

２．韓国における家具・インテリア流通システムの変化 

韓国国民にとって家具という物は人間の生活と密接な関係があり、人の社会的、経済的な地位

を現わすものであった30）。その社会的、経済的な地位を現す韓国家具産業の発展過程は 1950 年代

以前と 1950年代以降に分けられ、1950年代以前の時期は古代から朝鮮時代までの間を総称する。
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1950 年代以前の家具というのは庶民より支配階級、いわゆる貴族層が使う道具であった31）。韓国

に洋家具が初めて導入された時期は 1910 年頃朝鮮皇室であり、それ以降にライフスタイルが洋風

化していった。そして国内でも洋式家具の制作が始まり、伝統式と洋式家具が共用されながら使

われた。本格的な家具産業発展は戦後 1950 年代から始まり、2010 年代まで発展を続けた。1950

年代から 2010 年代までの韓国家具産業の発展過程を整理すると、表 3 の通りである。 

 

表 3．戦後韓国家具産業の発展過程 

 

出所：Kim（2012）、이（2014）より作成 

 

韓国国家統計（以下、統計資料）の調査結果によると家庭家具卸売、家具小売（以下、家具小

売業で総称）の 2014 年の売上は、約 5.5 兆ウォンであった32）。さらに韓国の家具小売業の従業員

数は 2014 年時点で約 3 万人である33）。韓国家具産業の全体の中で 80%以上が中小規模の企業で

あり、その中小企業の半分以上が自社独自のブランド（NB）及びデザイナー（デザインも含む）

を持っておらず、大手メーカーの OEM 製造方式で事業を展開している。それゆえに、自社独自

のブランド（NB）商品の開発もできず、さらに企業の規模も零細化した。 

イケアの進出によって韓国の家具企業や消費者は大きく影響を受けた。今まで韓国の消費者は

家具売場では家具だけを購買するという認識が強かった。家具以外の小物、例えば、インテリア

小物は別の売場で購買するのが一般的な認識であった。イケアの進出は家具売場に対する消費者

のイメージに変化をもたらした。従って国内家具企業は売場を大型化しながら34）、品揃えも家具

だけではなく生活小物（インテリア雑貨も含む）の割合を増やした35）。 

2006 年頃、イケアが韓国家具市場への進出を検討するという情報は当時の新聞記事から確認で

きる36）。実際の進出は 2014 年 12 月であったが、韓国の家具企業はイケアの進出に対して 2006

年から対抗策の準備をしてきたと見られる。韓国の家具企業の中でも売上高 1 位の家具専門企業

ハンセムはイケアのビジネスモデルを研究しながらも、日本の家具市場売上ナンバーワンの小売

企業ニトリがイケアの日本進出に対して展開した対抗策をベンチマークしながら、積極的に対抗

した37）。さらに、他の韓国家具企業（ハンセムを除く、売上トップの 2～5 社）もイケア進出に対
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して対抗策を立てたものの、その対抗策はハンセムと大きな差はなかった。イケアの進出に対し

て積極的に対抗した結果、韓国家具売上高上位 5 社の売上高は最大約 30%まで増えた38）。 

イケアの進出によって韓国の家具業界が受けた影響を整理すると、①流通チャネルの多角化、

②売場の大型化（フラッグシップストア開店）、③価格競争力の向上、④接客サービスの改善（イ

ンテリアについて専門知識を持つ従業員配置）、⑤物流システムの効率化、⑥代理店体制の変化で

ある。さらに家具の注文、見積書、インテリア提案をオンラインで申込や相談ができるように新

しいオンラインシステム導入も検討している。 

韓国の家具産業は衰退期になったと評価されたが、イケアが持ち込んだホーム・ファニシング・

システム（Home Furnishing System）というビジネスモデルによって家具に対する消費者の認識や

好みが変わった。そのうえ、韓国国内企業と海外企業の韓国のホーム・ファニシング市場への進

出や投資が増えた39）。さらにホーム・デコレーション（生活または家庭用品と同じ意味）40）の市

場規模は 2023 年には約 18 兆ウォン（約 1.8 兆円）規模に拡大すると予想されている41）。 

 

３．日韓家具・インテリア流通システム変化の比較と分析 

今まで発見した日本家具・インテリア流通システムの変化をイケアの進出前/後に分け、整理す

ると、図 2 の通りである。日本家具・インテリア流通システムの変化はイケアの進出によって加

速化、拡大した。イケアに対応するために物流拠点を海外に拡大し、特に中国に投資を拡大した。 

 

 

図 2．イケア進出前-後の日本家具・インテリア流通システムの変化 

 

家具デザイン変化の場合、画一化されたデザインから有名デザイナーと協力し、今までとは違

うイメージを与えるために努力した結果、いわゆるアートファニチャー概念を産み出した。以降、

日本家具企業の海外進出が加速化され、規模の経済を追求し、流通チャネルを多角化するように

なった。チャネル多角化展開は、単一コンセプト展開から離れ、小型店舗化コンセプトに変化し

た。すなわち、郊外の大型売場を追求するイケアが進出しない都心地に進出し、消費者が自社の

売場に接近しやすくなるようにした。さらに、イケアが取扱わない日本消費者向けの商品を開発

し、展開している。 
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韓国の家具・インテリア流通システムの変化の場合もイケアの進出前/後に分け、整理すると、

図 3 の通りである。韓国の家具・インテリア流通システムの変化は日本とは大きく差があった。

要するに、韓国の家具・インテリア流通システムの変化はイケアの進出によって起こったと言う

ほどその影響力（インパクト）は甚大であった。 

 

 

図 3．イケア進出前-後の韓国家具・インテリア流通システムの変化 

 

この中にまず、流通チャネルの多角化がある。今まで韓国の消費者が家具を購買する場合、家

具小売が集まっている団地（以下、家具団地）に行き、売場に展示された家具を購買するのが一

般的であった。さらに、インテリア小物の購買は家具店舗ではなく、インテリア小物専門店で購

買した。しかし、イケアの進出に対抗するため、店舗を大型化した結果、フラッグシップストア

と呼ばれる巨大な売場を構える傾向となり、その店舗に家具・インテリアを一緒に展示するイケ

アと似たショールーム形態のように店舗展開が変わった。そのうえ、各企業のホームページに自

分の家のインテリアについて見積や相談を申込むと、消費者がいる地域から最も近い店舗の（イ

ンテリア）専門家が消費者の家に直接訪問するシステムを導入した。この専門家制度は消費者と

相談しながら、消費者の家に合うインテリア（家具も含む）商品や予想見積を提案するシステム

であった。それ以外にも低価格を追求するため、技術開発（生産や設計）を通じて価格競争力も

向上させながら、海外生産割合も増やした。 

店舗にもインテリアについて専門知識を持つ従業員を配置して消費者と相談しながらインテリ

アを提案する顧客サービスを改善し、家具の発注から設置（納品）までの期間を縮めた。店舗運

営はフランチャイズ方式の代理店運営方法から本社が資本を投資して売場を作り、売場の運営は

その地域の特性を知っている個人の店主に任せる方法を生み出した。いわゆる直営と代理店方式

を混ぜた混合型の新しい店舗体制である。さらに、日本と韓国の家具・インテリア流通システム

の市場規模にも変化があった。 

韓国の場合、イケアの進出につれて国内家具業界の全体市場規模が大きくなった。イケアが進

出する前の韓国の家具消費者には、ホーム・ファニシングという概念はほとんどなかった。その

概念がイケアの進出によって理解ができ、消費者の中に変化が始まった。韓国市場の変化を感じ
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たホーム・ファニシングというビジネスモデルを展開する海外企業が韓国市場に進出、あるいは

進出を計画し、国内企業は投資を増やした。その結果、韓国の家具市場全体の規模が大きくなり、

ホーム・デコレーション市場規模は 2023 年まで約 18 兆ウォン（約 1.8 兆円）規模になると予想

されている。 

しかし、日本の場合、1960 年代に設立されたニトリによってすでにホーム・ファニシングとい

うビジネスモデルが日本国内で展開されてきた。それゆえに、イケアが持ち込んだホーム・ファ

ニシングというビジネスモデルは日本の消費者に対して目新しいものではなかったため、大きな

影響は与えなかった。 

日韓に与えた影響については直接・間接という 2 つに分けて説明する。まず、イケアにとって

競争相手である地元の家具小売企業についてである。例えば、日本の場合はニトリで、韓国の場

合はハンセムというような家具業界の売上トップ企業である。日本の家具市場の場合、イケアの

進出によって価格競争が激しくなった。その打開策として例えば、ニトリの場合、製品の海外生

産比率を増加させた42）。イケアの進出によって日本の家具市場の価格競争が激しくなり、その打

開策として製品の海外生産比率が増加するにつれ、日本の国内家具生産地の生産量に影響が生じ

た。この影響はイケアの日本進出により家具産業が間接的に受けた影響である。さらに、大型店

舗より規模が小さく価格競争力がない中小企業の家具店には消費者が足を運ばないようになった43）。 

イケアの韓国進出によって韓国家具企業の中で売上高 1 位のハンセム場合、2006 年、日本に進

出したイケアに対するニトリの対抗策をベンチマークし、店舗の大型化（フラッグシップ）展開、

技術開発（生産や設計）、生産システムの改善、原材料の取引先の多角化や発掘を通じた原価低減、

顧客サービス改善などをしながら、イケアの進出に対して積極的に対抗策に取組んだ44）。その結

果、ハンセムを含む上位 5 社の売上高は最大約 30%まで上り、驚くほど良い業績を達成した。さ

らに、韓国家具市場の規模が大きくなり、再び、家具・インテリア市場が活性化されており、そ

の活性化が韓国家具市場の再成長の原動力に繋がった。これがイケアの進出によって韓国家具産

業が間接的に受けた影響である。 

以上、日韓に与えた影響を直接、間接の 2 つに分け、説明した。イケアは日韓両国に同じビジ

ネスモデルを持って進出したが、両国が受けた影響は異なった。なぜなら、日本と韓国の家具市

場の中、イケアが持込んだビジネスモデル、いわゆる家具・インテリアを 1 ヶ所（同一）の売場

で楽しく経験しながら購買ができるビジネスモデルを展開する企業が国内市場に有るのか無いの

かによって両国の消費者に与えた影響には大きな差があったからである。それゆえに、結果的に

は両国の国内企業戦略の変化にも大きな差があったと言える。 

 

Ⅵ．まとめと今後の課題 

本研究は、小売国際化が進出（ホスト）市場に与えた影響の諸側面をイケアの日韓進出の事例
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に基づいて研究を進め、消費者の好みの変化やそれに合わせた国内企業の戦略変化を明らかにし

た。すなわち、小売業が自社なりのビジネスモデルを持って他国に進出する際、進出市場（国）

に与えた影響や変化を分析し、その結果をまとめた研究である。 

分析の結果、両国の変化の中で、最も注目すべき点は進出市場に進出する企業（本研究の場合、

イケア）と同じビジネスモデルを展開する地元企業の存在の有無によって進出市場（ホスト市場）

に与えた影響には大きな差があったことである。これは、先発者の優位性の効果である。 

しかし、1974 年に日本に初進出した際、イケアは先発者の優位性を持っていたにも関わらず、

1974 年の日本進出は失敗であった。なぜ、先発者の優位性を持っているにもかかわらず、1974

年日本進出は失敗であり、2014 年の韓国進出は失敗しなかったのだろうか。この理由は、先発者

の優位性を持込んで進出しても、その優位性を発揮するためには進出市場の消費者の好みに合わ

せた戦略の展開が必要なことであることが本研究を通じて分かった。つまり、革新的な小売コン

セプトを展開する外資系企業が先発者の優位性を発揮するためには進出市場の消費者の好みに合

わせた戦略の展開が伴わなければならない。これを明らかにしたことが本研究の発見であり、本

研究の重要な成果であると考えられる。 

以上、本研究は小売国際化が与えた影響について分析し、その結果を整理した。今後、検討し

なければならない課題は多いが、さしあたり喫緊の課題は以下の 2 点である。本研究は、小売国

際化が進出市場に与えた影響について Dawson and Mukoyama が取り上げた 6 分野の中の 1 つの分

野45）、特に業界の競争力変化を取り上げ、本研究を進めた。残された 5 つの分野についても研究

する必要があり、これが第 1 の今後の課題である。 

第 2 の課題は、日韓両国以外の国についても研究する必要がある。つまり、イケアの年間報告

書によると 2019 の時点で世界 30 ヵ国に進出している。本研究はその中、日韓の両国を取り上げ、

両国の家具業界の競争力変化だけを明らかにした。日韓以外の国についても研究する必要がある。  
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